
広島県障害者外出介護従業者養成研修認定要綱 

 

 

 

（趣旨） 

第 1 条 この要綱は、「指定居宅介護等の提供に当たる者としてこども家庭庁長官及び厚生労働大

臣が定めるもの等」（平成 18 年 9月 29 日厚生労働省告示第 538 号。以下「告示」という。）第 1

条第 20号に規定する広島県知事（以下「知事」という。）が認める研修の認定について、必要な

事項を定める。 

 

（研修の課程及び内容等） 

第 2条 知事が認定する研修の課程は次のとおりとし、第 4条の規定による認定を受けた研修の課

程を修了した者は、告示第 1条第 20号に定める研修の課程を修了したものとする。 

⑴ 全身性障害者外出介護従業者養成研修課程 

旧指定居宅介護等従業者基準第 4 号に掲げる全身性障害者外出介護従業者養成研修の課程に

相当する課程。 

⑵ 知的障害者外出介護従業者養成研修課程 

旧指定居宅介護等従業者基準第 5 号に掲げる知的障害者外出介護従業者養成研修の課程に相

当する課程。 

2 各課程における研修期間は、原則として 2 ヶ月以内とする。ただし、地域の実情等により、や

むを得ないと認める場合は、4ヶ月の範囲内で修了することができるものとする。 

3 各課程の研修カリキュラム及び時間数は、別紙 1のとおりとする。 

 

（認定申請の手続き） 

第 3 条 前条第 1 項各号に掲げる研修の認定を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

次に掲げる事項を記載した書類に別に定める書類を添付して、開講日の 180 日前から 30 日前ま

でに知事に申請しなければならない。また、認定の申請は研修課程ごと（ただし、複数の研修課

程を一体的に実施する場合を除く。）とする。 

⑴ 申請者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び代表者の職・氏名並びに主たる事務

所の所在地） 

⑵ 実施する研修課程 

⑶ 研修日程及び実施場所 

⑷ その他認定に関し必要があると知事が認める事項 

 

（研修の認定） 

第 4条 知事は、前条の申請があった場合、次に定める要件を満たすものについて、第 2条第 1項

各号に掲げる研修として認定する。 

⑴ 申請者 

ア 法人であること。ただし、次に掲げる条件をいずれも満たす団体は、法人に準じて取り扱

うものとする。 



(ｱ)  代表者を定め、団体の組織運営に関する責任関係を文書によって定めていること。 

(ｲ)  法人に準じた会計処理を適切に実施していること。 

(ｳ)  保健・福祉事業に関し、3年以上の継続した活動実績を有すること。 

イ 研修を適正かつ円滑に実施するために必要な人員、施設等の事務的能力及び研修の安定的

な運営に必要な財政基盤を有すること。 

ウ 研修に係る経理が他の事業の経理と明確に区分され、会計帳簿、決算書類等研修に係る収

支の状況を明らかにする書類が整備されていること。 

エ 研修が、原則として広島県内で行われること。 

オ 研修に係る事務等を行うための事業所が広島県内に設置されていること。 

⑵ 講師及び助手 

各課程のそれぞれの科目を教授するに適当と認められる実務経験を有する者が講師及び助

手を担当すること。 

⑶ 講義室及び演習室 

十分な広さと設備を有しており、研修を実施するにあたり適切な環境条件にある会場を講義

室及び演習室として確保すること。 

⑷ 学則 

申請者が自らの研修の内容を明らかにするために、次に掲げる事項を記載した学則を定める

こと。 

ア 開講目的 

イ 研修に関する重要事項 

ウ 申請者の名称及び所在地 

エ 実施する研修課程及び講義の形式 

オ 研修の名称 

カ 実施場所（講義、演習を実施する施設の名称及び所在地） 

キ 研修カリキュラム 

ク 研修日程 

ケ 講師氏名 

コ 使用テキスト（テキストの名称及び出版社名等） 

サ 添削指導、面接指導の体制、方法等（講義を通信形式で行う場合のみ。） 

シ 研修修了の認定方法（通信添削課題の合格基準を含む。） 

ス 遅刻、早退及び欠席の取扱い 

セ 補講の取扱い（実施方法及び補講に係る費用等を含む。） 

ソ 受講の取消し及び返金の有無 

タ 修了証書等の交付 

チ 受講資格及び定員 

ツ 受講手続（募集要領等。受講決定方法を含む。） 

テ 受講料、演習費等及び支払い方法 

ト 科目免除の取扱い（手続き方法等を含む。） 

ナ 受講者の個人情報の取扱い 

ニ 受講中の事故等の対応 



ヌ 研修担当部署（担当者）及び連絡先（問合せ先） 

ネ その他研修に関する事項 

2 知事は、前項の規定にかかわらず、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、認定を行わ

ない。 

⑴ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号。

以下「障害者総合支援法」という。）又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律施行令（平成 18年政令第 10号。以下「障害者総合支援法施行令」という。）第 22条

及び第 22 条の 2 に定める法律により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受

けることがなくなるまでの者であるとき。 

⑵ 第 12 条の規定によりその実施する研修の認定を取り消され、その取消しの日から起算して

5年を経過しない者であるとき。 

⑶ 知事又は他の都道府県知事（指定都市市長を含む。）により、アからウまでに掲げる研修又は

研修の事業を行う者（以下「研修事業者」という。）としての指定等を取り消され、その取消し

の日から起算して 5年を経過しない者であるとき。 

ア 告示第 1 条第 2 号から第 7 号及び第 20 号に規定する研修として指定等を受けた研修又は

研修事業者 

イ 介護保険法施行令（平成 10 年政令第 412 号）第 3 条第 1 項第 2 号に規定する研修として

指定を受けた研修又は研修事業者 

ウ 「難病特別対策推進事業について」（平成 10年 4月 9日付健医発第 635号厚生省保健医療

局長通知）の別紙「難病特別対策推進事業実施要綱」第 7 の 4 の(6)に規定する研修として

指定を受けた研修又は研修事業者 

⑷ 障害者総合支援法に基づき、指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設、指定一般

相談支援事業者、指定特定相談支援事業者、指定自立支援医療機関としての指定を取り消され、

その取消しの日から起算して 5年を経過しない者であるとき。 

⑸ 介護保険法（平成 9年法律第 123号）に基づき、指定居宅サービス事業者、指定地域密着型

サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設、指定介護予防サービス事業者、指

定地域密着型介護予防サービス事業者、指定介護予防支援事業者としての指定又は許可を取り

消され、その取消しの日から起算して 5年を経過しない者であるとき。 

⑹ 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）に基づき、指定障害児通所支援事業者、指定障害児

入所施設、指定障害児相談支援事業者としての指定を取り消され、その取消しの日から起算し

て 5年を経過しない者であるとき。 

⑺ 第 2号から前号に定める取消しの処分に係る行政手続法（平成 5年法律第 88号）第 15条の

規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの

間に当該事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）

で、当該届出の日から起算して 5年を経過しない者であるとき。 

⑻ 居宅介護職員初任者研修等又は障害福祉サービス等の事業において、都道府県知事等が実施

する検査等が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査等の結果に基づき、指定の取消しの処

分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として都道府県知事等が当該申

請者に当該検査等が行われた日から 10 日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の

日をいう。）までの間に当該事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由



がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して 5年を経過しない者であるとき。 

⑼ 前各号に掲げる場合のほか、居宅介護職員初任者研修等又は障害福祉サービス等の事業にお

いて、基準違反に関する改善勧告、改善命令その他行政処分を受け、その内容についての改善

がなされていない者であるとき。 

⑽ 申請者の代表者が、次のいずれかに該当する者であるとき。 

ア 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者 

イ 第 1号に該当する者 

ウ 第 2号から第 6号までのいずれかに該当する法人等において、当該取消しの理由となった

事実があった時又はその事実が継続している間にその代表者であった者で、当該取消しの日

から起算して 5年を経過しない者 

エ 第 7号及び第 8号に規定する期間内に事業の廃止の届出をした法人等（当該事業の廃止に

ついて相当の理由がある者を除く。）において、その代表者であった者で、当該届出の日から

起算して 5年を経過しない者 

⑾ 社会福祉士及び介護福祉士法附則第 6条に基づき、指定を受けた研修又は研修事業者におい

ては、社会福祉士及び介護福祉士法附則第 7条に該当する者であるとき。 

⑿ 前各号のほか、適正な研修の実施能力を有しない者と認められる相当な理由があるとき。 

3  知事は、申請の内容が適当でないと認めるときは、相当の期間を定めて申請の補正を求め、又

は理由を付して申請を却下することができる。 

 

（受講者の募集） 

第 5条 申請者は、前条の認定を受ける前に受講者の募集を開始してはならない。 

 

（修了証書の交付等） 

第 6条 第 4条の認定を受けた研修を実施する者（以下「研修実施者」という。）は、受講者を第 2

条第 1項各号に掲げる研修を修了した者（以下「研修修了者」という。）と認定した場合、研修修

了者に対し、修了証書（様式第 1号）及び携帯用修了証書（様式第 2号）（以下「修了証書等」と

いう。）を遅滞なく交付しなければならない。 

2 研修実施者は、修了証書等の交付を受けた者から紛失等による再交付の申出があった場合は、

修了証書等の再交付をしなければならない。 

3 研修実施者は、修了証書等の交付を受けた者から修了証書等の記載事項の変更による書き換え

の申出があった場合は、修了証書等の書換交付をしなければならない。 

4 前項の規定により修了証書等の書換交付を行った研修実施者は、書換交付をした者の修了者名

簿を速やかに知事に提出しなければならない。 

 

（実施報告） 

第 7 条 研修実施者は、研修終了後 30 日以内に、次に掲げる事項を記載した修了者名簿及び別に

定める書類を添付して、知事に報告しなければならない。 

⑴ 修了証書番号 

⑵ 研修修了者の氏名 

⑶ 修了年月日 



⑷ その他必要があると知事が認める事項 

2 知事は、前項の規定により提出された修了者名簿に記載された個人情報について、適正に管理

する。 

3 知事は、研修実施者が廃業等によって前条第 2 項の規定による再交付又は同条第 3 項の規定に

よる書換交付を行えなくなったと認める時は、当該研修実施者が実施した研修の研修修了者から

の申出により、修了証書等を再交付又は書換交付する。 

 

（変更の届出） 

第 8条 研修実施者は、認定を受けた内容に関して変更が生じた場合は、変更の内容を記載した書

類を、変更を決定した日から 10日以内に知事に届け出なければならない。 

 

（中止の届出） 

第 9条 研修実施者は、認定を受けた研修をやむを得ない事情により中止する場合は、次に掲げる

事項を記載した書類を、中止を決定した日から 10日以内に知事に届け出なければならない。 

⑴ 中止する研修の名称 

⑵ 中止する研修課程 

⑶ 中止する研修日程 

⑷ 中止する理由 

⑸ その他必要があると知事が認める事項 

 

（調査等） 

第 10 条 知事は、必要があると認めるときは、研修実施者に対し、報告若しくは書類の提出若し

くは提示を命じ、出頭を求め、又は関係者に対し質問し、若しくは事業所に立ち入り、研修に関

する書類や設備・教材等を調査することができる。 

2 知事は、前項の調査の結果、研修の実施に関して必要があると認めるときは、その研修実施者に

対して是正又は改善を求めることができる。 

3 知事は、前項に定める是正又は改善が認められるまで、研修の中止を求めることができる。 

 

（勧告、命令等） 

第 11 条 知事は、研修実施者が第 4 条第 1 項に定める要件を満たしていないと認めるときは、当

該研修実施者に対し、期限を定めて、要件を満たすべきことを勧告することができる。 

2 知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた研修実施者が、同項の期

限内にこれに従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

3 知事は、第 1 項の規定による勧告を受けた研修実施者が、正当な理由なくその勧告に係る措置

をとらなかったときは、当該研修実施者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべき

ことを命ずることができる。 

4 知事は、前項の規定による命令をしたときは、その旨を公表する。 

 

（認定の取消し） 

第 12 条 知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、その実施する研修に係る認定を取り消



すことができる。 

⑴ 研修実施者又はその代表者が、第 4条第 2項各号のいずれかに該当することとなったとき 

⑵ 第 3条及び第 4条に規定する申請、第 7条に規定する報告、第 8条及び第 9条に規定する届

出について虚偽があったとき 

⑶ 研修実施者が、虚偽又は偽造した修了証書等を研修修了者又はその他の者に交付したとき 

⑷ 研修実施者が、第 10 条第 1 項の規定により報告又は書類の提出若しくは提示を命ぜられて

もこれに従わず、又は虚偽の報告を行ったとき 

⑸ 研修実施者が、第 10 条第 1 項の規定により出頭を求められてもこれに応じず、同項の規定

による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による調査を拒み、

妨げ、若しくは忌避したとき 

⑹ 研修実施者が、前条第 3項の規定による命令に対し、正当な理由なく定める期間内に従わな

かったとき 

⑺ 前各号に掲げる場合のほか、研修実施者が、研修の実施に関し、不正又は著しく不当な行為

をしたとき 

 

（聴聞の機会） 

第 13条 知事は、第 4条に定める認定を行わない場合又は前条に定める認定の取消しを行う場合、

当該研修実施者に対し、弁明の機会を与えるための聴聞を行う。 

 

（関係書類の保存） 

第 14 条 研修実施者は、研修の実施に係る関係書類を備え、研修の終了する年度の最後の日から

5年間保存しなければならない。ただし、修了者名簿は永久保存とする。 

2 研修実施者は、書類の管理にあたっては、安全かつ適正な措置を講じなければならない。 

 

（安全管理） 

第 15 条 研修実施者は、研修の実施にあたり、安全の確保、事故の防止等について、必要な措置

を講じなければならない。 

 

（個人情報の保護） 

第 16 条 研修実施者は、知り得た受講者等に係る個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な

目的に使用してはならない。また、受講者から、本人に係る個人情報の内容の開示請求があった

ときは、その機会を提供するよう努めなければならない。 

2 研修実施者は、受講者が演習等において知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当

な目的に使用することのないよう、必要な措置を講じなければならない。 

 

（経過措置） 

第 17 条 「広島県障害者外出介護員（ガイドヘルパー）養成研修事業実施要綱」（平成 18 年 7 月

31日施行）により指定した研修事業又は指定したものとみなす研修事業のうち、旧指定居宅介護

等従業者基準第 3号から第 5号に掲げる研修課程については、本要綱により認定したものとみな

す。 



2 「広島市居宅介護従業者養成研修事業実施要綱」（平成 15年 8月 29日施行）に基づき、平成 18

年 9 月 30 日までに広島市長が実施又は指定した研修事業のうち、旧指定居宅介護等従業者基準

第 3号から第 5号に掲げる研修課程については、本要綱により認定したものとみなす。 

3 「福山市居宅介護従業者養成研修事業実施要綱」（2003年 12月１日施行）に基づき、平成 18年

9月 30日までに福山市長が実施又は指定した研修事業のうち、旧指定居宅介護等従業者基準第 3

号から第 5号に掲げる研修課程については、本要綱により認定したものとみなす。 

 

（その他） 

第 18条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については知事が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日等） 

1 この要綱は、平成 18年 11月 7日から施行し、平成 18年 10月１日から適用する。 

（広島県障害者外出介護員（ガイドヘルパー）養成研修事業実施要綱（平成 18 年 7 月 31 日施行）

の廃止） 

2 「広島県障害者外出介護員（ガイドヘルパー）養成研修事業実施要綱（平成 18年 7 

月 31日施行）」は、廃止する。 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この要綱は、平成 23年 12月 16日から施行する。 

（経過措置） 

2 この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の広島県障害者外出介護従業者養成研修認定要

綱の様式による申請その他の手続は、この要綱による改正後の広島県障害者外出介護従業者養成

研修認定要綱の様式による申請その他の手続とみなす。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成 24年 8月 20日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この要綱は、平成 25年 6月 5日から施行する。 

（経過措置） 

2 この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の広島県障害者外出介護従業者養成研修認定要

綱の様式による申請その他の手続は、この要綱による改正後の広島県障害者外出介護従業者養成

研修認定要綱の様式による申請その他の手続とみなす。 

 

附 則 

（施行期日） 



この要綱は、平成 27年 10月 16日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成 29年１月 18日から施行する。  

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和５年５月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和６年８月 15日から施行する。 

 


